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Ⅰ 目的 

 少子化の進行は、消費の減少や労働力供給の減少等による経済成長率の低下のおそ

れや、人口に占める高齢者の割合を高め、社会保障に係る現役世代の負担が増大する

といった経済面での影響に加え、子ども同士の交流の機会が減少し、子ども自身の健

やかな成長に影響を及ぼすといった社会面での影響もあるなど、今後の経済社会の様々

な分野に深刻かつ重大な影響を及ぼす問題である。 

 国は、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法を公布し、この法律に基づく事

業主行動計画の策定及び実施により、男性の育児休業の取得促進や労働時間短縮等の

措置の導入促進を含め、職場における取組を積極的に進めることとするなど、国・地

方自治体及び民間企業等における仕事と家庭の両立支援策についての取組を推進し、

今後の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、かつ健全に成長していける環境整備

を進めることとした。本市においても、平成２０年１２月１日から平成２２年３月３

１日までの「第１期宮若市特定事業主行動計画」、平成２２年４月１日から平成２５

年３月３１日までの「第２期宮若市特定事業主行動計画」、平成２５年４月１日から

平成２７年３月３１日までの「第３期宮若市特定事業主行動計画」、平成２７年４月

１日から令和２年３月３１日までの「第４期宮若市特定事業主行動計画」を策定し、

職員の仕事と家庭の両立支援、子どもたちの健全育成に向けた取組を進めてきた。 

 また、平成２７年９月、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活

躍推進法）が施行され、女性職員の活躍推進に向けて現状の問題点を把握し、改善に

向けた目標を定め、達成するための取組を計画することが地方公共団体に義務付けら

れた。この女性の職業生活における活躍の推進と次世代育成支援による取組は非常に

関わりが深いことから、平成２８年４月１日に、次世代育成支援に関する行動計画と

女性活躍推進に関する行動計画を一体とするため、「第４期宮若市特定事業主行動計

画」の改訂を行った。この度、「第５期宮若市特定事業主行動計画」を策定し、引き

続き、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法の両法律の理念に基づく取組を

推進するものである。 

この計画は、宮若市職員が対象となっており、職員の子育てや女性職員の活躍を組

織全体でバックアップできる環境づくりを目標として、様々な項目に関する具体的な

取組方法、目標及び達成年度等を記載している。第１期から第４期に掲げた目標を継

承しつつ見直しを図り、より充実した職場環境を構築することを目的としている。 

 本計画で定めた目標を現状の財政状況及び職員体制で実行するためには、職員全体

の意識改革はもとより、全職員の協力体制が必要不可欠であり、職員が仕事と子育て

の両立を図ることができるよう、次世代育成支援対策及び女性の活躍推進を計画的か

つ着実に推進するため、本計画を公表する。 

 



令和２年４月１日                   宮若市長 

                      宮若市議会議長 

                      宮若市監査委員 

                      宮若市教育委員会 

                      宮若市農業委員会 

                      宮若市公平委員会 



Ⅱ 行動計画策定における８つの視点 

 行動計画の策定においては、 

１．職員の仕事と生活の調和の推進という視点 

２．職員の仕事と子育ての両立の推進という視点 

３．組織全体で取り組むという視点 

４．組織の実情を踏まえた取組の推進という視点 

５．取組の効果という視点 

６．社会全体による支援の視点 

７．地域における子育ての支援の観点 

８．女性職員の活躍推進の視点 

という８つの視点を掲げ、こうした視点に立った取組を推進していくことが必要とさ

れている。実情に応じた総合的、具体的かつ実効性のある特定事業主行動計画の策定・

実施がなされることが必要である。 

 今後、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づき、地方自治体、企業

及び国をあげて集中的・計画的な取組が進められることとなるが、真に次世代育成支

援及び女性の活躍推進の取組の充実・強化を図るためには、行動計画がいかに実効性

のあるものとなるかが極めて重要である。 

 特に特定事業主行動計画は、企業が策定する一般事業主行動計画の模範となるべき

ものでなければならないため、職員のニーズを十分に反映し、組織をあげて取り組む

といった「計画実施のプロセス」と、可能な限り定量的な目標を掲げた総合的、具体

的かつ実効性のある行動計画を策定するといった「計画の内容」の両面において、社

会全体における次世代育成支援対策及び女性の活躍推進の牽引役としての積極的な対

応がなされることが必要である。 

 

Ⅲ 計画期間について 

 次世代育成支援対策推進法における厚生労働省の行動計画策定指針においては、令

和６年度までの間で一定期間を区切って実施することとしており、女性活躍推進法に

おける厚生労働省の事業主行動計画策定指針においては、令和７年度までの間で、お

おむね２年間から５年間に区切ることとされている。このことから、本計画について

は、令和２年度から令和６年度までを計画期間とする。 

 

Ⅳ 計画の推進体制について 

１ 「宮若市特定事業主行動計画（以下「行動計画」という。）」を効果的に推進する

ため、関係各課及び職員組合から選出された職員等を構成員とした行動計画推進委

員会（以下「委員会」という。）を設置し、この計画の改定及び進捗管理を行う。 

２ 管理職を始めとして、職員に対する行動計画の内容の周知徹底、研修の実施及び

情報提供を行う。 

３ 仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口を設置する。 

４ 委員会において、年度ごとの実施状況や職員のニーズを把握し、それを踏まえた

計画の改定及び対策の実施等を行う。 

 



Ⅴ 具体的な内容について 

１ 職員の勤務環境に関する事項 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

  母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇及び制度等につい 

ては、職員本人への周知に加えて同じ職場の上司や同僚の理解を得ることができる

よう次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目的 実施主体 

妊娠中及び出産

後における配慮 

・母性保護及び母性健康管理の観点から設けられ

ている特別休暇及び制度等（出産費用の給付等経

済的支援措置等）について周知徹底を図る。 

総務課 

・職員が産前産後休暇を取得する場合には、職場

の状況に応じ、臨時的任用職員や会計年度任用職

員を配置するなど、業務が円滑に遂行できる体制

の整備を図るとともに、職員が安心して休暇を取

得できる環境作りに努める。 

総務課 

・妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応

じ、業務分担の見直しを行う。 

所管課 

管理職 

・妊娠中の職員に対しては、本人が希望すれば時

間外勤務を命じないように努める。 

所管課 

管理職 

・妊娠中の職員のために通勤用車両の駐車場の確

保に配慮する。 

管財課 

・妊娠中の職員が勤務しやすいように、業務を支

援し、母性保護に関する諸制度を活用しやすい雰

囲気を作る。 

全職員 

 

（２）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

  子どもの出生時に親子の時間を大切にし、父親として子どもを持つことに対する 

喜びを実感するとともに、出産後の配偶者を支援するため、父親になる職員に対し 

て、配偶者が出産するときの特別休暇や諸制度について周知し、特別休暇の取得等

を促進し、父親としての役割意識の向上に資する必要がある。 

 

 

 

 

 



○男性職員の出産補助休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

年度 H28 H29 H30 平均値 
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  取得率に関しては、概ね６０％となっており、第４期特定事業主行動計画におけ

る目標値である８０％に達していない状況にある。 

休暇を取得することについて、職場における理解が得られるための環境づくりを

行うために、次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目的 実施主体 

子どもの出生時に

おける父親の休暇

取得の促進 

・休暇等の諸制度に関して、職員への周知を図

る。 

総務課 

・父親となる職員が、子どもの出生時に出産補

助休暇と育児参加のための休暇を取得できる環

境をつくる。 

管理職 

◎ 以上のような取組を通じて、出産補助休暇・育児参加のための休暇のいずれかを

取得した男性職員の割合を１００％とする。（目標達成年度 令和６年度） 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

女性が育児休業から復帰した後も、仕事と家庭生活を両立できる環境を整備するこ

とで、継続就労につなげることを始め、キャリア形成に対する意欲を保持することが

必要である。また、男性が育児に関わる時間を確保することで、父親としての役割を

果たし、多様な価値観を身につけることが、自身の成長につながり、職場へのフィー

ドバックが期待されることから、育児休業制度が活用できるよう職場環境を見直して

いく必要がある。 

○育児休業の取得率等 

年度 H28 H29 H30 合計 
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男性 5 1 20.0 3 0 0.0 5 1 20.0 13 2 15.4 

女性 3 3 100 5 5 100 5 5 100 13 13 100 

合計 8 4 50 8 5 6.3 10 6 60 26 15 57.7 

 ※取得者数は、新たに取得可能となった年度に含む。 

 



男性の取得率は、３年間の合計で１５．４％となっており、第４期特定事業主行

動計画における目標値である５％を達している。 

今後も、育児休業及び部分休業の取得を希望する職員について、その円滑な取得

の促進を図るため、次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

育児休業・部分休

業制度等の周知 

・育児休業等に関する制度の周知を図るととも

に、特に男性職員の育児休業等の取得促進を図

る。 

総務課 

・妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業

等の制度・手続について説明を行う。 

総務課 

育児休業等取得者

の体験談等に関す

る情報提供 

・育児休業等取得者の体験談や育児休業を取得

しやすい職場環境づくりの取組例をまとめ、職

員に情報提供を行う。 

委員会 

育児休業・部分休

業等を取得しやす

い職場環境の整備 

・育児休業等を取得したことのみによって、昇

任・昇格の際に不利益な取扱いは行わない。 

総務課 

・職員が気兼ねなく育児休業等が取得できるよ

う、職場の意識改革に努める。 

全職員 

育児休業を取得し

た職員の円滑な職

場復帰の支援 

・育児休業取得中に制度の改正や市の事務処理

に係る運用方法の変更等があった場合には、職

場復帰する前に職員に対して関係する文書等を

送付する等の情報提供を行う。 

所管課 

総務課 

・復帰時には、職場において積極的にＯＪＴ研

修（職場研修）等を実施する。 

管理職 

・復帰した職員に対して、積極的に各種研修等

に参加できるよう配慮する。 

管理職 

◎ 以上のような取組を通じて、育児休業（部分休業を含む。）取得率を女性１００％ 

男性１５％とする。（目標達成年度 令和６年度） 

 

（４）時間外勤務の縮減 

  次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法の両理念を達成するためには、男女

双方の働き方改革による時間外勤務の縮減が不可欠である。長時間労働の是正のた

めに、民間労働法制においては、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に

関する法律」が制定され、罰則付きの時間外労働の上限規制が導入された。本市に

おいても人事院規則に基づき、宮若市職員の時間外勤務に関する規則を制定し（平

成３１年４月１日施行）、時間外労働時間に対して月４５時間、年間３６０日の上

限を設定している。 

 

○平成３０年度 職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務務時間数 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

時間外勤務 

時間数 
15.5 15.9 14.3 14.6 8.2 10.8 13.6 

月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

時間外勤務 

時間数 
12.0 7.1 8.6 11.7 15.9 12.4 



  

○平成２９年度 職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務務時間数 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

時間外勤務 

時間数 
18.2 15.0 15.8 13.9 10.1 13.3 17.3 

月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

時間外勤務 

時間数 
14.5 9.0 10.3 12.5 16.4 13.9 

  時間外勤務は本来、公務のための臨時又は緊急の必要がある場合に行われる勤務  

であるという認識を深め、一層の縮減に向けた取組を進めていく必要があることか 

ら、次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

深夜勤務及び時間

外勤務の縮減 

・小学校就学前の子のある職員に対して、職業

生活と家庭生活の両立を支援するため、深夜勤

務及び時間外勤務の縮減について周知を図る。 

総務課 

・管理職員が仕事の進捗度を的確に把握できる

よう改めた時間外勤務の申請方法を徹底させ、

事務改善や事務分担の見直しに繋げる。 

管理職 

・恒常的に時間外勤務が多い職員（３月平均が

４５時間以上）については、人事担当課長によ

る所属長又は本人の面談を行うとともに、必要

に応じ、本人に対し産業医による健康相談を行

う。 

総務課 

委員会 

ノー残業デーの徹

底 

・「ノー残業デー」の周知徹底を行い、職員の時

間外勤務時間の縮減を図り、退庁時の消灯を管

理職が行うなど、ノー残業デーの徹底に努める。 

管理職 

全職員 

事務の簡素合理化

の推進 

・事務量調査や課長等の意向調査などにより、

職員個々の事務量を把握し、その結果をもって

職員間の事務の平準化を行い、効率的な業務遂

行に努める。 

管理職 

・軽微な打合せや慣例的な協議等については、

できる限り掲示板やメール等を活用し、勤務時

間を効率的に活用する。 

全職員 

・事務の簡素合理化を推進するため、庁内ネッ

トワーク等を積極的に活用するよう、職員に対

し啓発を図る。 

総務課 

・定例・恒常的業務の事務処理のマニュアル化

を図る。 

全職員 

時間外勤務の縮減

のための意識啓発

等 

・各課において独自の時間外勤務縮減のための

取組を行い、時間外勤務が多い部署については

総務課でヒアリング等を行い、改善を図る。 

所管課 

総務課 

・課ごとに時間外勤務の状況や時間外勤務の特

に多い職員の状況を把握し、管理職に対して過

重労働に関する認識の徹底を図る。 

総務課 



時間外勤務縮減キ

ャンペーン 

・早期退庁促進のため、職員が育児に親しむよ

う１１月第３日曜日と前後１週間の「家族の日・

週間」に併せ、「定時に帰ろうマイホーム」キャ

ンペーンを行い、電子メール等で呼びかけを行

う。 

委員会 

◎ 以上のような取組を通じて、全職員の時間外勤務時間数の上限月４５時間、年間

３６０時間達成に努める。（目標達成年度 令和６年度） 

（平成３０年度実績 年平均１４８時間 年間３６０時間未達成者 ２３名） 

 

（５）休暇取得の促進 

  平成３１年４月における時間外勤務の上限規制に併せ、「時間外勤務命令の上限

及び年次有給休暇の計画的取得の促進等に関する運用方針」を定め、年次有給休暇

についても年間１５日以上の取得を行うこととしている。 

職員の休暇に対する意識の改革を図り、職場における休暇の取得を容易にするた

め、次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

計画的な年次休暇

の取得 

・各職員が年間の年次休暇取得目標日数を設定

し、その確実な実行を図るために業務計画と併

せた休暇取得計画を作成し、取組を行う。 

 

全職員 

連続した年次休暇

の取得促進 

・月・金や祝日等を組み合わせて、連続した年

次休暇の取得できる職場環境の整備に努める。 

管理職 

・ゴールデンウィークやお盆等については、会

議等の行事やイベントを実施しないなど、連続

休暇の取得促進に配慮する。 

管理職 

年次休暇取得状況

の管理 

・管理職に部下職員の年次休暇の取得状況を把

握させ、計画的な年次休暇の取得を指導する。

休暇取得率が改善されない場合は、総務課でヒ

アリングを行い、取得を促す。 

管理職 

総務課 

年次休暇を取得し

やすい職場環境の

醸成 

・安心して職員が年次休暇を取得できるよう、

業務予定表の作成や、副担当職員を設ける等事

務処理において職員相互に応援ができる体制を

整備する。 

全職員 

家族とのふれあい

のための年次休暇

の取得の促進 

・仕事と家庭の両立を図り、職員の育児参加を

促すため、次例を参考としながら年次休暇の取

得促進を図り、職場環境作りに配慮する。 

※年次休暇取得促進のための参考例 

 ・子どもの学校等以外での予防接種実施日 

 ・授業参観日、ＰＴＡ活動日、子育てに係る

地域活動等 

 ・運動会等の父兄参加型の学校行事日 

 ・職員やその家族の誕生日、結婚記念日等の

家族の記念日 

・保育所の新規入所時等のならし期間 

管理職 



・毎月１９日を「育児の日」とし、それに関連

して１日、９日、１９日の前後を含め、月に１

日程度は全ての職員が休暇を取得できるよう声

をかける等の配慮を行う。 

管理職 

子ども等の看護を

行うための特別休

暇の取得 

・子ども等の看護休暇の取得促進を図るため、

所管課管理職は看護休暇を希望する職員が取得

しやすい雰囲気の醸成を図る。 

管理職 

◎ 以上の取組を通じて、職員１人当たりの年次休暇の取得を年間１５日以上とする。

（目標達成年度 令和６年度） 

（平成３０年実績 平均１２．３日） 

 

（６）性別にかかわりない職務の機会と適切な評価（女性の活躍推進に向けた取組） 

職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識などは、男女ともに職務やキャリア

形成への意欲を低減させる要因となる。性別にかかわりのない職務の機会をつくり、

適切な評価を行うことが必要である。 

○採用者数 

【一般事務】 

採用年度 H29 H30 R1 合計 

男性（人） 2 5 4 11 

女性（人） 2 6 0 8 

合計（人） 4 11 4 19 

女性比率（％） 50.0％ 54.5％ 0.0％ 42.1％ 

【技術職（土木技師・建築技師）】 

採用年度 H29 H30 R1 合計 

男性（人） 1 2 - 3 

女性（人） 0 0 - 0 

合計（人）   1 2 - 3 

女性比率（％） 0.0％ 0.0％ -％ 0.0％ 

【看護・保健職】 

採用年度 H29 H30 R1 合計 

男性（人） - - 0 0 

女性（人） - - 2 2 

合計（人）   - - 2 2 

女性比率（％） -％ -％ 100.0％ 100.0％ 

○受験者数 

【一般事務】 

実施年度 H28 H29 H30 合計 

男性（人） 49 75 52 176 

女性（人） 24 34 21 79 

合計（人） 73 109 73 255 

女性比率（％） 32.9％ 31.2％ 28.8％ 31.0％ 

 



【技術職（土木技師・建築技師）】 

実施年度 H28 H29 H30 合計 

男性（人） 2 10 8 20 

女性（人） 0 0 2 2 

合計（人） 2 10 10 22 

女性比率（％） 0.0％ 0.0％ 20.0％ 9.1％ 

【看護・保健職】 

実施年度 H28 H29 H30 合計 

男性（人） 0 - 0 0 

女性（人） 9 - 6 15 

合計（人） 9 - 6 15 

女性比率（％） 100.0％ -％ 100.0％ 100.0％ 

  令和元年度の採用については、一般事務について女性職員の採用がなかったが、  

３年間の合計では受験者数に占める女性の割合に比べ、採用者数に占める女性職員

の割合が多くなっている。ただ、一般事務では受験者数に占める女性の割合が少な

い状況にある。 

 

○平均した継続勤務年数の男女の差異 

【全部局】 

年度 H28 H29 H30 平
均
在
職
期
間
（
年
） 

 総
数

（
人
） 

平
均
在
職

年
数
（
年
） 

総
数

（
人
） 

平
均
在
職

年
数
（
年
） 

総
数

（
人
） 

平
均
在
職

年
数
（
年
） 

男性 9 32.1 2 21.4 8 37.3 33.2 

女性 5 35.5 5 26.7 3 38.2 32.8 

差 

（男－女） 
4 △3.4 △3 △5.3 5 0.9 0.4 

  平均した継続勤続年数においては、男女で大きな違いが見られない。今後も仕事  

と家庭との調和がとれる職場環境を形成していく必要がある。 

 

○管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

年度 H29 H30 R1 平均 

女性管理職数（人） 8 6 7 7 

全管理職数（人） 41 43 38 40.7 

女性の割合（％） 19.5 14.0 18.4 17.2 

※管理職は課長補佐以上の職員。 

 



○各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

【係長】 

年度 H29 H30 R1 平均 

女性係長の数（人） 12 13 13 12.7 

全係長の数（人） 52 50 53 51.7 

女性の割合（％） 23.1 26.0 24.5 24.6 

 【課長補佐】 

年度 H29 H30 R1 平均 

女性課長補佐の数（人） 4 2 2 2.7 

全課長補佐の数（人） 9 12 9 10.0 

女性の割合（％） 44.4 16.7 22.2 27.0 

【課長以上の役職】 

年度 H29 H30 R1 平均 

女性課長職以上の役職の 

職員数（人） 
4 4 5 4.3 

課長職以上の役職の 

職員数（人） 
32 31 29 30.7 

女性の割合（％） 12.5 12.9 17.2 14.0 

  全職員に占める女性の割合は、平成２９年度が３８．１％、平成３０年度が３８．  

０％、令和元年度が３７．５％となっており、それと比較して「管理的地位にある

職員に占める女性職員の割合」「各役職段階にある職員に占める女性職員の割合」

とも低くなっている。 

昨今の多様化する行政ニーズに的確に対応していくためには、男女がともにその

個性と能力を十分に発揮し、政策の立案、決定等において様々な視点を反映するこ

とが必要となる。 

男女における機会の差につながるような、職場における慣行その他の諸要因を解

消するとともに、固定的な意識改革を図るために、次の表に掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

職場優先の環境及

び固定的な性別役

割分担意識等の是

正 

・職場優先の環境や固定的な性別役割分担意

識等の是正のために研修会等で周知を図る。 

総務課 

・各年齢層に対して、ハラスメントの研修を

通じた意識啓発を行う。 

ハラスメント

相談検討委員

会 

・週１回程度、業務終了後などの時間を利用

し、男女問わず各課職員全員で事務室の清掃

等を行うことで意識啓発を図る。 

全職員 

多様な人材を活か

す組織の形成 

地方公務員法の趣旨に鑑み、男女の差異なく、

能力の実証が得られた者を採用するとともに、

広告媒体での情報提供を行い、受験者数の確

保に努める。 

総務課 

・キャリア形成やジェンダーフリーに関する

意識の醸成を図るための研修会を実施する。 

委員会 

 



２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 
（１）子育てバリアフリー 

  市民が乳幼児と一緒に安心して来庁できる環境を整備するため、次の表に掲げる 

 措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

来庁者に対する環

境の整備 

・子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できる

よう、親切な応接対応等ソフト面でのバリア

フリーの取組を推進する。 

全職員 

・今後新規に公共施設等を建設又は既存施設

の改築等を実施する場合は、次世代育成支援

対策に配慮した設計とするように努める。 

所管課 

・親子で来庁された方が、安心して手続き等

が行えるようにキッズスペースを設置する。 

管財課 

 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

  地域での健やかな子育てに貢献し、促進するために、次の表に掲げる措置を実施 

 する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

子ども・子育てに

関する地域貢献活

動 

・子ども・子育てに関する活動等地域貢献を

目的とした活動を職員に周知し、職員の積極

的な参加を支援する。 

委員会 

子どもの体験活動

等の支援 

・子どもが参加する地域の活動に施設や設備

を提供する。 

各施設担当課 

・スポーツや文化活動など子育て活動に役立

つ知識や特技等を持っている職員は、地域で

実施される児童が参加する学習会等に積極的

に参加する。 

全職員 

子どもを交通事故

から守る活動の実

施や支援 

・子どもを交通事故から守る活動の実施や支

援、交通事故防止について職員に対し綱紀粛

正通知による呼びかけを実施する。 

総務課 

・自動車等を運転する職員に対し、安全運転

に関する研修の受講を推進する。 

総務課 

安全で安心して子

どもを育てられる

環境の整備 

・子どもを安全な環境で安心して育てること

ができるよう、地域住民等の自主的な防犯活

動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等へ

積極的に参加する。 

全職員 

 



（３）子どもとふれあう機会の充実 

  職員に子どもとふれあう機会を充実させ、心豊かな子どもを育むため、次の表に 

 掲げる措置を実施する。 

措置概要 措置目標 実施主体 

職場行事への積極

的な家族の参画 

・職場の親睦旅行や互助会主催のレクリエー

ション活動に子どもを含めた家族が積極的に

参加できるよう配慮する。 

管理職 

互助会 

 

（４）学習機会の提供等による家庭の教育力の向上 

学習機会の提供 

 

・男性職員を対象とした育児教室等の開催に

関する情報提供等を行う。 

総務課 

その他 ・庁内ネットワークを利用し子育てに関する

情報提供を行う。 

総務課 

 



 


